
 

 

 

 

１ 目 的 

  高齢者・障がい者・こども等への直接的な支援や、多世代交流及び地域における支え合 

い活動等の地域福祉活動を行う団体であって、資金の確保が困難と認められる団体に対

して、その費用の一部を助成することで地域福祉の推進を図ります。 

 

2 対象事業及び助成上限額（財源） 

【 助成事業① 】 

高齢者・障がい者・こども等への直接的な支援や地域における支え合いの仕組みづく 

り等に関する事業 

【助成上限額：10万円（財源：善意銀行寄附金）】 

 

【 助成事業② 】 

だれもがともに支え合い、人と人とのつながりを感じ安心して暮らせる地域共生社会 

を実現するため、年齢や障がいを超えた交流や住民相互の支え合い活動を推進する 

ことを目的として実施する以下に該当する事業 

（ⅰ）活動に必要な物品等の購入 

（ⅱ）活動に必要な住民向け研修の実施 

（ⅲ）先進地の視察 

（ⅳ）その他会長が特に必要と認める事業 

   【助成上限額：50 万円（財源：善意銀行寄付金 1/5・大分県補助金 4/5）】 

 

【 助成事業③ 】 

  だれもが交流できる場や支え合い活動の拠点の確保のために、既存施設の改修・修繕 

等を行う事業 

【助成上限額：50万円（財源：善意銀行寄付金 1/5・大分県補助金 4/5）】 

 

 ★ 助成事業②及び助成事業③については、「大分県多世代交流・支え合い活動推進事業費 

補助金」の財源を利用しての助成となります。②③あわせて 1～2 団体への助成を 

予定しております。（原則として 2 以上の市町村を対象とするなど広域的な活動が対 

象となりますが、他に普及することが期待できる先進的活動についても対象となる 

ことがあります。） 

 

3 助成対象団体 

   原則として 1 年以上の継続した活動実績があり、必要な資金の確保が困難かつ、原則 

として当年度及び前年度に助成実績のない県内の団体。 

令和７年度善意銀行助成金 

ご 案 内 



    ※こども食堂を対象とする助成事業が別途予定されていますので、助成事業①、 

     助成事業②についてはこども食堂を運営する団体については対象としません。 

※次のいずれかに該当する団体等は対象としません。 

     ①宗教団体や政治活動を主たる目的とする団体等 

     ②暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 

７７号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。）又は暴力団（同法第２条 

第２号に規定する暴力団をいう。）若しくは暴力団員と密接な関係を持つ団体等 

 

4 助成対象経費 

  助成対象事業を実施するために真に必要な経費とします。ただし、大会の開催経費及び 

団体の通常の運営費（人件費（賃金）等）は対象外とします。 

 

5 事業の実施期間 

  助成事業①については、助成決定通知受領後から令和８年２月 2７日（金）まで 

  助成事業②③については、助成決定通知受領後から令和８年 1月 3０日（金）まで 

 

6 募集期間 

  令和７年 6 月２日（月）～6月 30 日（月） ※ 土・日はお休みです。 

  

７ 申込方法 

  （１）助成を受けようとする団体は、各助成事業に該当する申込書等に必要事項を記入 

し、必要書類を添付のうえ、郵送または持参にて大分県社会福祉協議会 総務・

企画情報部までお申し込みください。 

（２）同一団体の申請は１事業に限ります。 

 

８ 助成決定 

  7月中旬に行う配分委員会の審査によって決定します。 

 

9 事業完了報告 

助成事業完了報告書を事業完了（精算完了）後、1 ヶ月以内に提出してください。 

 

10 その他 

  助成事業②③については以下が助成条件となります。 

   （１）助成事業の内容又は経費の配分の変更をする場合は、大分県社会福祉協議会会長 

報告し承認を受けること。 

（２）助成事業を中止、又は廃止する場合は、大分県社会福祉協議会会長に報告し、承認 

を受けること。 

（３）助成事業が予定の期間内に完了しない場合又は助成事業の遂行が困難となった場合 

は、速やかに大分県社会福祉協議会会長に報告し、その指示を受けること。 



（４）この助成金に係る収入及び支出を明らかにした預金通帳、金銭（預金）出納簿等 

の帳簿及び契約書、領収書等の証拠書類は、助成事業が完了した日の属する年度 

の翌年度から起算して５年間整備保管すること。 

（５）この助成事業によって取得し、又は効用の増加した財産（以下「財産」という。） 

は、大分県社会福祉協議会会長の承認を受けないで、助成金の交付目的に反して 

使用し、譲渡し、交換し、貸付け又は担保の用に供してはならないこと。 

ただし、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号。 

以下「大蔵省令」という。）に定められている財産については、大蔵省令に定め 

られている耐用年数に相当する期間を経過している場合はこの限りではないこと。

（６）財産は、財産管理台帳及びその他関係書類を整備保管し、当該助成事業の完了後 

においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、助成金の交付目的に 

従って、その効率的な運用を図ること。 

（７）財産のうち、一件当たりの取得価格が50万円以上のものを処分しようとするとき 

は、あらかじめ大分県社会福祉協議会会長の承認を受けること。ただし、大蔵省 

令に定められている財産については、大蔵省令に定められている耐用年数に相当 

する期間を経過している場合はこの限りではないこと。 

（８）大分県社会福祉協議会会長の承認を受けて財産を処分したことにより収入が 

あった場合は、その収入の全部又は一部を返金させることがあること。 

（９）暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 

   ７７号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）又は暴力団（同 

法第２条第２号に規定する暴力団をいう。）若しくは暴力団員と密接な関係を有 

する者であってはならないこと。 

（10）「大分県多世代交流・支え合い活動推進事業費補助金交付要綱」（以下、「要綱」 

という。）第３条第３項ただし書きの規定により助成金の交付申請をした場合は、 

要綱第９条の規定による実績報告書の提出時に、当該助成金に係る消費税等仕 

入控除税額が明らかになったときは、これを助成金額から減額して報告すること。 

（11）要綱第３条第３項ただし書きの規定により助成金の交付申請をした場合は、要綱 

第10条の規定による助成金の額の確定通知を受けた後において消費税等の申告 

により当該助成金に係る消費税等仕入控除税額が確定したときは、その金額（前 

号の規定により減額した場合、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を補助 

金に係る消費税等仕入控除税額確定報告書（第6号様式）により速やかに知事に 

報告するとともに、当該金額を返還すること。 

 

 

 

 

 

 

 

【お問い合わせ・申込書提出先】 

〒870-0907 大分市大津町２丁目１番４１号 

社会福祉法人大分県社会福祉協議会 

総務・企画情報部 担当：佐藤 
 

    TEL：097-558-0300 FAX：097-558-1635 

   E-mail：a_sato@oitakensyakyo.jp 

 


